
（平成２２年９月１５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



宮城国民年金 事案 1207 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年１月から 40 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年１月から 40 年３月まで 

② 昭和 49 年 10 月から 51 年３月まで 

申立期間の国民年金保険料については納付しているので、納付済期間

と認めてほしい。私たち夫婦の保険料を一緒に納付していた妻の性格上、

自分の保険料を納付して夫である私の保険料を納付していなかったとは

非常に考えにくい。 

また、申立期間①については、国民年金被保険者台帳ではいったん納

付した記録になっているが、後で訂正されており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②を除き、国民年金の加入期間である約 33

年間、国民年金保険料を納付しており、申立人の妻は、申立期間②及び昭

和 47 年度を除き、国民年金の加入期間である約 34 年間、国民年金保険料

を納付しているなど、夫婦共に納付意識は高かったものと考えられる上、

申立人及びその妻の納付日が確認できる昭和 36 年５月から 38 年 12 月ま

での期間、40 年４月から 47 年３月までの期間、48 年４月から 49 年９月

までの期間及び 51 年４月から 61 年３月までの期間の納付日がおおむね一

致しているなど、基本的に夫婦一緒に保険料を納付していたものと認めら

れる。 

また、申立期間①については、申立人の妻は、昭和 39 年１月を除いた

同年２月から 40 年３月までの期間の国民年金保険料については、47 年７

月３日に特例納付しており、上記の夫婦の納付状況からみて、妻のみが特

例納付を行い、申立人が特例納付を行わなかったとは考え難い。 



さらに、申立期間①のうち、昭和 39 年１月については、申立人の妻は、

当初、オンライン記録では未納とされていたところ、Ａ市の国民年金被保

険者名簿（紙名簿）では納付済みとされていたこと、及び前述の特例納付

は先に経過した月の分から順次行うべきものとされており、特例納付の時

点では当月分については納付済期間と認識されていたことなどから、平成

９年９月 30 日に記録が訂正されたものと推認できる。 

加えて、昭和 39 年１月については、当該名簿では、申立人はその妻と

同日付けの納付日印が押され、その後、その記録を線で取り消されている

ほか、申立人の国民年金被保険者台帳では、申立期間①について、一度納

付したことを示す印が押された後、取り消されているなど、行政側の事務

処理（記録管理）が適切に行われていなかった可能性がうかがえる。 

一方、申立期間②については、申立人の妻の国民年金保険料も未納とな

っているほか、夫婦の保険料を納付していたとする妻は既に死亡している

ため、申立期間②当時の保険料の納付状況は不明である。 

また、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間②の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 39 年１月から 40 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



宮城国民年金 事案 1208 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年１月から同年３月までの期間及び 58 年４月から同年

６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めら

れることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 52 年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 58 年４月から同年６月まで 

申立期間①について、国の記録では国民年金任意加入の未納期間とな

っているが、加入手続と同時に３か月分の国民年金保険料を納付した記

憶があるので、申立期間①を納付済期間として認めてほしい。 

申立期間②に係る国民年金保険料については、昭和 58 年８月 20 日に

還付した記録があるとのことであるが、還付されたことは無いし、同年

４月 12 日付けで被保険者資格を喪失したのであれば、約３か月後の同

年６月 29 日に任意加入期間に係る保険料を納付するということはあり

得ないので、申立期間②を納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②は、それぞれ３か月と短期間であり、申立人は、当該

期間を除き国民年金加入期間に未納が無い。 

また、申立期間①について、申立人が昭和 52 年１月に国民年金に任意

加入した経緯に合理性があり、加入手続を行いながら保険料を納付しなか

ったとは考え難く、加入直後の国民年金保険料が未納とされていることは

不自然である。 

さらに、申立期間②について、申立人は、任意加入の被保険者資格を喪

失する旨の申出を行ったのは昭和 58 年７月であると主張しており、申立

人が所持する年金手帳にも喪失日は同年７月１日と記載されているところ、

申立人によれば、オンライン記録の資格喪失日である同年４月 12 日につ

いては不明としている上、当該期間の国民年金保険料は還付されたことが



年金事務所の特殊台帳に記録されているが、申立人は還付されたことは無

いとしており、年金事務所に還付整理簿等は保管されていないため、還付

した理由が確認できない。 

加えて、申立期間外ではあるが、Ａ市の国民年金被保険者名簿（紙名

簿）に、一部不自然な記載が見受けられ、当時不適切な処理を行っていた

ことがうかがわれる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間①及び②

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城厚生年金 事案 1592 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社における資格取得

日に係る記録を昭和 47 年２月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

７万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年２月 21 日から同年３月１日まで 

私は、Ａ社に昭和 37 年３月 21 日に入社してから平成 12 年４月 24 日

に定年退職するまで継続して勤務していた。 

昭和 47 年２月 21 日付けでＡ社Ｂ支社に転勤したが、この時、給与は

きちんと支払われており、厚生年金保険料が差し引かれていなかったと

いうことも無い。 

転勤の際に、事業所が手続を誤ったと考えられるので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持している退職証明書、人事記録及び健康保険被保険者証、

並びに雇用保険の加入記録により、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和

47 年２月 21 日にＡ社から同社Ｂ支社に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 47 年３月の

オンライン記録から、７万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、確認できる資料も無く不明としており、このほかに

確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 



また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



宮城厚生年金 事案 1593 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日

に係る記録を昭和 52 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６

万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 51 年 12 月 31 日から 52 年１月１日まで 

私は、Ａ事業所に、昭和 50 年８月７日から 51 年 12 月 31 日に退職す

るまで勤務し、退職月の給与から２か月分の厚生年金保険料が控除され

ていたと記憶している。年金記録では資格喪失日が 52 年１月１日では

なく、51 年 12 月 31 日となっており同年 12 月は厚生年金保険の加入期

間とされていないので、申立期間を加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ事業所における最終勤務日は、昭和 51 年の御用納めで

ある 12 月 28 日であるが、同年 12 月 31 日付けで退職し、最後の給与から

２か月分の厚生年金保険料を控除された。」と主張しているところ、Ａ事

業所の後継事業所であるＢ事業所では、「保管されている人事記録には退

職日が記載されていないが、申立人の申立てどおり、昭和 51 年 12 月 31

日をあえて資格喪失日とすることは考えにくく、誤記入したと考えるのが

自然と思料される。」と回答している。 

また、当該事業所におけるすべての厚生年金保険被保険者の資格喪失日

を調査したが、ほとんどの者は月初日（１日）となっていることが確認で

きる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は申立期間において、Ａ事業所に継続して勤務し、昭和 51 年 12 月



に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る昭和 51 年 11

月のオンライン記録から６万 4,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 52 年１月１日と

届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを 51 年 12 月

31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪

失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 12 月

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納入されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 1594 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は、昭和 41 年１月６日であると認め

られることから、厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正す

ることが必要である。 

なお、昭和 39 年 12 月から 40 年 12 月までの標準報酬月額については、

１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年 12 月 30 日から 41 年４月１日まで 

私は、社長が同じであったＡ社とＢ社に、期間が空くことも無く勤務

していた。 

申立期間当時はどちらの会社に勤務していたか思い出せないが、厚生

年金保険は当然加入しているものと思っていたので、申立期間について

厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時の事業主の弟で、現在はＢ社において取締役である者の証言により、

申立人が申立期間においてＡ社及びＢ社に勤務していたことが推認できる

が、オンライン記録では、申立人は、Ａ社において、昭和 39 年 12 月 30

日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失している。 

一方、オンライン記録では、Ａ社は昭和 40 年９月１日に厚生年金保険

の適用事業所でなくなっていることが確認できるが、申立人を含む 15 人

の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、39 年 12 月 30 日に被保

険者資格を喪失しているものの、40 年 10 月の標準報酬月額の定時決定の

記録が確認できる。 

また、当該資格喪失に係る処理の進達日は、昭和 41 年１月６日である

ことが確認できるところ、他の被保険者の資格喪失に係る処理の進達日は、

資格喪失日からほぼ１か月から３か月後であることから、Ａ社が厚生年金

保険の適用事業所でなくなった旨の処理及び当該資格喪失処理は、同年１



月近辺から遡及
そきゅう

して行われたことがうかがわれる。 

さらに、遡及
そきゅう

喪失処理前の記録から、昭和 40 年９月１日において、Ａ

社が厚生年金保険の適用事業所としての要件を満たしていたと認められる

ことから、当該適用事業所でなくなったとする処理を行う合理的な理由は

見当らない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 39 年 12 月 30 日

に資格を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係る

記録は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は 41

年１月６日とすることが妥当である。 

なお、昭和 39 年 12 月から 40 年 12 月までの標準報酬月額については、

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、１万円とするこ

とが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 41 年１月６日から同年４月１日までの期

間については、Ａ社の事業主は亡くなっていることから、当時の勤務状況

等について証言が得られない上、Ｂ社の事業主は、当時は父親が経営して

いたので何も分からず、事務所を移転する際に関係書類等については処分

しているので、申立人の勤務状況及び社会保険関係等について不明である

と回答している。 

また、オンライン記録から申立人と一緒にＡ社に勤務していたと思われ

る元同僚９人に当時の勤務状況等について照会したところ、回答のあった

４人のうち３人は、申立人を覚えているものの、勤務期間について不明で

あると回答している上、Ｂ社に勤務していたと思われる元同僚６人に同様

の照会をしたところ、回答のあった５人のうち２人は、申立人を覚えてい

るものの、勤務期間について不明であるとしているほか、３人は申立人を

知らないと回答していることから、申立人のＡ社及びＢ社における勤務期

間について特定することはできない。 

さらに、Ｂ社における健康保険厚生年金保険被保険者原票とオンライン

記録において、申立人の資格取得日と喪失日は一致している。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1600 

 

第１ 委員会の結論 

Ａ社の事業主は、申立人が昭和 48 年７月２日に厚生年金保険被保険者

の資格を取得し、49 年１月 21 日に資格を喪失した旨の届出を、社会保険

事務所（当時）に行ったことが認められることから、申立人の厚生年金保

険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要であ

る。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、５万 2,000 円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年７月２日から 49 年３月 31 日まで 

私は、昭和 48 年７月２日にＡ社に入社し、49 年３月まで勤務してい

た。社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間を照会したとこ

ろ、上記期間の加入記録がすべて無かった。 

同じ会社に勤めていた同僚３人に厚生年金保険の記録があるのに私の

記録が無いのは納得できない。Ａ社に採用された時の採用通知書と来社

御案内の写しを提出するので、申立期間を被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、並びに申立人から提出されたＡ社発行の「採用通

知書」及び「来社御案内」から、申立人が昭和 48 年７月２日から 49 年１

月 20 日まで同社に勤務したことが確認できる。 

一方、オンライン記録によると、申立人は、申立期間について厚生年金

保険の被保険者とはなっていない。 

しかし、申立人が氏名を挙げた同僚３人は、いずれも当該事業所におい

て、厚生年金保険被保険者資格を取得している。 

また、申立人と同様に昭和 48 年７月２日に入社した同僚２人は、同日

に当該事業所に係る厚生年金保険被保険者資格を取得している。 



一方、当該事業所に係るオンライン記録及び健康保険厚生年金保険被保

険者原票を確認したところ、整理番号 44 番が欠番となっている。 

また、Ｂ社会保険事務局（当時）に整理番号の取扱いについて照会した

ところ、「当時の職員から聴取を行った上、サンプル調査を行った結果、

特定の整理番号を欠番とする取扱いは見当たらない。」との回答があった。 

さらに、当該欠番となっている整理番号の前後の整理番号 42、43、45

及び 46 が付されている被保険者は、いずれも昭和 48 年７月２日に被保険

者資格を取得していることから、欠番となっている整理番号 44 は同日に

被保険者資格を取得した者に付されるべき番号であったと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所におけるＡ社の申立人に

係る健康保険厚生年金保険被保険者原票が欠落したものと考えられ、事業

主は、申立人が昭和 48 年７月２日に被保険者資格を取得し、49 年１月 21

日に喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人と年齢及び入社時期

が近く、同じ業務に従事していたと考えられる同僚の記録から５万 2,000

円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 49 年１月 21 日から同年３月 31 日までの

期間は雇用保険の加入記録が無く、同僚から当該期間の勤務に関する証言

も得られなかった。 

また、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料は見当たらない。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1595（事案 684 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年 11 月から 33 年 10 月まで 

             ② 昭和 33 年 10 月から 36 年４月まで 

私は、申立期間①についてはＡ事業所、申立期間②についてはＢ事業

所に勤務していたにもかかわらず、前回の審議において、申立てに係る

事業所が厚生年金保険の適用事業所ではなく、また、同僚の証言も得ら

れない等の理由により記録の訂正は不要との結論が示されたことに納得

できない。 

厚生年金保険料が控除されていたかどうかは記憶が無く、証明するも

のは特に所持していないが、申立てに係る事業所で勤務していたのは確

かである。 

今回、申立期間を変更し、当時の従業員旅行会などの写真も添付する

ので、再度調査をお願いする。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②については、当委員会は、申立人は申立てに係る事業

所に勤務していたことは推認できるが、申立てに係る事業所が当該期間に

おいて厚生年金保険の適用事業所になっていないこと、及び同僚の証言も

得られないことなどから、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間

の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できないと決定し、同決定に基づき申立人に対し、平成 21 年５月 22 日付

けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、申立期間①についてＡ事業所で撮影されたとする写真

を新たに提出し、勤務したのは確かなので申立てを認めるよう主張してい

るが、この写真について調査した結果、当該事業所において撮影された写



真であることが判明し、また、今回新たに当時の事業主の弟が、「申立人

はＡ事業所に勤務していた。」と述べていることから、当該事業所に勤務

していたことは確認できるものの、勤務期間を特定するまでには至らなか

った。 

また、当該事業所の当時の事業主の妻は、再度の照会に対して、前回同

様、「夫が事業所を経営していたが、既に廃業し、夫も亡くなっているの

で、何も分からない。」としているほか、今回新たに当時の事業主の妹も、

「個人事業所であり、厚生年金保険には加入していないと思う。」と証言

している。 

さらに、当該事業所は、オンライン記録において、厚生年金保険の適用

事業所でないことが確認できる上、類似する事業所名をオンライン記録で

確認し、資格記録を調査したが、申立人の氏名は見当たらない。 

申立期間②については、今回新たな資料の提出も無い上、申立人が勤務

先として記憶しているＢ事業所は、前回申立て時の関係団体への聞き取り

調査により、所在地及び代表者の姓からＣ社と判明しているが、現在の事

業主は、再度の照会に対して、前回同様、「現在も厚生年金保険に加入を

しておらず、当時も加入していなかった。」と証言しているほか、当該事

業所は、オンライン記録において、厚生年金保険の適用事業所でないこと

が確認できる上、類似する事業所名をオンライン記録で確認し、資格記録

を調査したが、申立人の氏名は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを確認できる新たな関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1596 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保 

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 24 年 10 月から 32 年 10 月まで 

私は、昭和 24 年 10 月から 32 年 10 月まで、Ａ社（現在は、Ｂ社）に

勤務したが、厚生年金保険の加入記録が無いので、申立期間を厚生年金

保険加入期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の子が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 19 年６月１日から厚生年金保

険の適用事業所になっていることが確認できるものの、Ｂ社は、保管して

ある厚生年金保険の被保険者名簿を確認したが、申立人の名前は見付から

ないと回答している。 

また、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿上、申立期間において

厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる者８人に照会したとこ

ろ、８人とも申立人を知らない又は記憶に無いと証言している。 

さらに、当該事業所のＯＢ会の会長は、「申立人が勤めていたというこ

とも知らないし、名前も聞いたことが無い。ＯＢ会、親睦会の名簿にも申

立人の氏名は無く、昭和 24 年６月に人員整理があり、私が、整理後に、

初めて採用（昭和 25 年５月採用）された社員と言われていた。」と証言

している。 

加えて、昭和 20 年９月から当該事業所に勤務し、44 年から社会保険の

事務を担当した元社員は、「昭和 24 年６月に人員整理があり、整理直後

の同年 10 月に申立人が入社したとは考えられない。」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確



認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1597 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成６年３月 21 日から同年６月６日まで 

私は、Ａ社に平成６年３月に就職したことは間違いないので、申立期

間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する源泉徴収票、雇用保険の加入記録及び元同僚の証言等

から判断すると、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたことが認

められる。 

しかし、申立人が所持する給与明細書をみると、申立人の給与から厚生

年金保険料が控除されているのは、当該事業所において厚生年金保険の被

保険者となっている平成６年６月から７年３月までの 10 か月間のみであ

り、申立期間については給与から厚生年金保険料が控除されていないこと

が確認できる。 

また、当該事業所の当時の事業主及び元同僚２人は、「入社して３か月

間はアルバイト扱いで、厚生年金保険には加入していない。」と証言して

いる。 

さらに、当該事業所が保管する健康保険被扶養者（異動）届によると、

申立人の健康保険の資格取得年月日は平成６年６月６日と記載されている。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1598 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 18 年１月５日から 20 年１月まで 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間について

は、毎月平均で約 11 万円の時間外手当の未払がある。これによって、

私の給与は過少に計算され、標準報酬月額も過少となっているので、申

立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月

額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月

額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標

準報酬月額のいずれか低い方の額を認定し、記録訂正の要否を判断するこ

ととなる。 

平成 18 年及び 19 年にＡ社が社会保険事務所（当時）に提出した健康保

険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届に記載された報酬月額は、申

立人が所持する給与明細書上の報酬月額と一致しており、オンライン記録

上の標準報酬月額も当該報酬月額に基づく標準報酬月額と一致しているこ

とが確認できる上、申立人の標準報酬月額が遡及
そきゅう

して引き下げられている

などの不自然な点も見当たらない。 

また、当該事業所における申立期間当時の社会保険及び経理事務担当者

は、「事業所が社会保険事務所に届け出た報酬月額に基づく標準報酬月額

は、オンライン記録と一致しており、申立人に対し支給していた給与及び



申立人の給与から控除していた厚生年金保険料は、申立人が所持する給与

明細書に記載された額で間違いない。」と回答している。 

さらに、申立人が所持する給与明細書によると、申立期間のうち、平成

19 年９月から 20 年１月までの期間の厚生年金保険料の控除額は、オンラ

イン記録上の標準報酬月額に見合う保険料控除額よりも高いことが確認で

きるが、当該事務担当者は、「当該期間については、控除する保険料を誤

ってしまった。」と証言している。 

このほか、申立人がその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



宮城厚生年金 事案 1599 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16 年５月 28 日から同年９月 11 日まで 

私は、Ａ社に勤務したが、実際に支給されていた給料と記録上の標準

報酬月額が相違しているので申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているとこ

ろ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申

立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定し、記録訂正の要否を

判断することとなる。 

しかしながら、申立人から提出された申立期間に係る給料明細書により、

申立人は当該期間において、オンライン記録上の申立人の標準報酬月額を

超える給与額を得ていたことは確認できるものの、当該給料明細書の厚生

年金保険料控除額に基づく標準報酬月額は、オンライン記録上の標準報酬

月額の記録と一致している。 

また、Ａ社の平成 16 年９月の定時決定に係る健康保険厚生年金保険被

保険者報酬月額算定基礎届によれば、事業主が申立人の報酬月額を実際に

支給した額より低く届出していたことが確認でき、当該報酬月額に基づく

標準報酬月額とオンライン記録上の標準報酬月額は一致している。 

これらのことから、Ａ社は、オンライン記録どおりの標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を申立人の給与から控除していたものと認められる。  



このほか、申立期間において、申立人の主張する厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間において、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



宮城厚生年金 事案 1601 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年４月１日から同年５月 31 日まで 

② 昭和 43 年８月 16 日から 44 年 12 月 29 日まで 

私は、昭和 43 年４月１日にＡ社に入社して、44 年 12 月ごろまで正

社員として勤務していた。 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間を照会したところ、

Ａ社での被保険者期間が昭和 43 年６月１日から同年８月 16 日までの２

か月間となっていた。 

当時、給与から厚生年金保険料を控除されていたので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、雇用保険の加入記録及び同僚１人の証言から、申

立人がＡ社に昭和 43 年４月１日から勤務したことは推認できる。 

しかし、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票上、被保険者

であったことが確認できる者３人に照会し、２人から回答を得たところ、

そのうち１人は、「Ａ社では見習期間が終わると金銭の良い方へ行ってし

まうので、入社後すぐには厚生年金保険に加入させなかった。」と証言し

ている上、申立人と同日に厚生年金保険の被保険者資格を取得している者

は、当該事業所に入社したのは昭和 43 年４月１日であるとしていること

から、当該事業所では必ずしも従業員全員について、入社と同時に厚生年

金保険に加入させていたわけではなかったことが推認できる。 

また、申立期間①における当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保

険者原票を確認したが、申立人の氏名は見当たらない上、整理番号に欠番

も無い。 



申立期間②について、当該事業所が保管していた健康保険厚生年金保険

被保険者資格喪失確認通知書によれば、申立人の厚生年金保険被保険者資

格喪失日は昭和 43 年８月 16 日であることが確認できる。 

また、雇用保険の加入記録においても、申立人は当該事業所を昭和 43

年８月 31 日に離職したことになっており、申立期間②のほとんどの期間

について勤務が確認できない上、回答があった同僚２人も、「申立人の勤

務期間は覚えていない。」あるいは、「申立人を覚えていない。」として

おり、申立人の勤務実態を確認することはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


